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知的障害者の生活介護における日中活動を
取り組む上での困難な点 
－入所型施設と通所型事業所の比較から－ 
 
 
波多野誠 1) 
1) 新潟医療福祉大学大学院博士後期課程 
 
【背景・目的】国保連の平成 26 年 3 月実績では生活介護
を提供する事業所数が 8,354、利用者数が 252,336 人とな
っており、生活介護のニーズの高さが窺える。筆者は生活
介護を提供する施設で勤務歴があり、同じ生活介護でも入
所型施設(以下、入所)と通所型事業所(以下、通所)という
施設形態によって差があるのではないかと感じていた。そ
こで本研究は生活介護を提供する施設･事業所の種別から
日中活動に取り組む上での困難な点とその背景について
考察することを目的とした。 
 
【方法】調査方法：郵送自記式アンケート調査。 
調査対象：新潟県内の知的障害者を主たる対象とする生活
介護を提供する施設･事業所 99 ヶ所(入所 39、通所 60)。 
調査期間：2014(平成 26)年 5 月 14 日から 7 月 10 日。 
調査内容：施設･事業所の概要に関すること、日中活動に
取り組む上で困っていることである。日中活動に取り組む
上で困っていることについては、松永ら 1)の質問項目を使
用した。回答についてはサービス管理責任者もしくはそれ
に準ずる者に依頼をした。なお本研究は平成 26 年 4 月 1
日を回答基準としており、その為障害程度区分としている。 
分析ソフト：統計解析ソフト R(statistics R version 3.2.3)。 
倫理的配慮：平成 26 年 4 月に新潟医療福祉大学倫理審査
委員会の承認を得た(承認番号 17479-140415)。 
 
【結果】99 施設･事業所に配布し 78 施設･事業所(78.8%)
から回答を得た。その内訳は入所では 39 施設のうち 34
施設(87.2%)から、通所では 60 事業所のうち 44 事業所
(73.3%)からそれぞれ回答を得た。 
施設･事業所の概要では入所と通所で利用者数、人員配
置、障害程度区分、年齢において有意差があった(表 1)。 
日中活動に取り組む上での困りごとの有無は、全ての事
業所で「有り」であった(表 2)。次にその困りごとの内容
を尋ねた(表 3)。「職員が足りない」(p<0.05)、「高齢化によ
り活動が安定しない」(p<0.01)が入所で、「資源、資金が足
りない」(p<0.05)が通所で、それぞれ有意に高かった。 
 
【考察】入所で「高齢化により活動が安定しない」の項目
が有意に高かったが、入所は通所に比べ利用者の年齢が有
意に高くなっている為であると考えられる。 
通所の「資源、資金が足りない」の項目は、入所では生
活介護と併せて施設入所支援を行っており経済的な基盤
があるが、通所は利用者数が多くない点やその利用率に大
きく左右される為であると考えられる。 
入所の方が職員配置は手厚くなっているにもかかわら 
表 1 施設･事業所の概要 
 
 
表 2 日中活動に取り組む上での困りごとの有無 
 
 
 
 
 
 
 
表 3 困りごとの内容(複数回答可) 
 
 
ず、「職員が足りない」の項目が有意に高くなっているの
は興味深い。職員配置上は手厚くなっているが、利用者の
人数が多い点や高齢化している点、障害程度区分が重度と
いう点等から職員が足りないと感じていると考えられる。 
 そして「活動内容が少ない」「年齢、特性が幅広い」の
項目は両者で高くなっており、これらは日中活動を取り組
む上で種別にかかわらず共通の課題であると考えられる。 
 
【結論】生活介護を提供する施設･事業所は、日中活動に
取り組む上で、種別による固有の課題と種別によらない共
通の課題がそれぞれあることが示唆された。 
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入所 通所
 n(%)  n(%)
有り 34(100.0) 44(100.0) 1.000
無し 0(0.0) 0(0.0)
* p<0.05     ** p<0.01
p値
Fisherの正確確率検定
利用者数(人) 0.000 **
人員配置(人)※ 0.000 **
利用者の障害程度区分 0.000 **
利用者の年齢(歳) 0.000 **
Wilcoxonの順位和検定
※職員数を1.0人とした際の利用者数
* p<0.05     ** p<0.01
入所 n=34 通所 n=44
48.1±7.4 33.9±7.4
Mean±SD Mean±SD
51.1±17.5 15.2±11.1
p値
2.0±1.4 3.4±1.7
4.7±0.4 4.2±0.6
入所 通所
n(%) n(%)
職員が足りない 23(67.6) 17(38.6) 0.013 *
活動内容が少ない 17(50.0) 24(54.5) 0.819
高齢化により活動が安定しない 21(61.7) 5(11.3) 0.000 **
年齢、特性が幅広い 29(85.2) 30(68.1) 0.112
資源、資金が足りない 1(2.9) 10(22.7) 0.019 *
他の業務が忙しい 3(8.8) 8(18.1) 0.331
その他 8(23.5) 20(45.5) 0.058
* p<0.05     ** p<0.01
p値
Fisherの正確確率検定
P−48
保育所等訪問支援の政策的な実状について
－第 4期新潟県障害福祉計画から－ 
 
 
山口智 1)、丸田秋男 1)、武井恒美 1) 
1) 新潟医療福祉大学 社会福祉学科 
 
【背景・目的】国は、平成 24 年 4 月に児童福祉法の改正
に伴う制度改革を行った。改正により、障害児への相談支
援の強化が明確に位置づけられ、新たな事業として、「保
育所等訪問支援事業（以下、「訪問支援事業」とする）」注 1）・
「放課後等デイサービス」・「障害児相談支援事業」が創設
された。しかし、平成 28 年 3 月に策定された新潟県障害
福祉計画で示された「訪問支援事業」の利用実績が著しく
少ない状況であった（実利用者数：平成 24 年度は 5 名、
平成 25 年度は 6 名、平成 26 年度は 3 名）。文部科学省１）
は、全国の公立である小・中学校の通常学級に在籍する児
童生徒を母集団とした発達障害の可能性のある児童の割
合について調査している。その調査結果は、学習面又は行
動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の割合は、推定
値 6.5％と示されている。その推定値を、新潟県内の保育
園定員 63,870 名に当てはめると、4,151 名が対象者とな
り得ると推測される。その数値は、「訪問支援事業」の利
用実績とは大きな差が見受けられる。そこで、早期発見と
早期療育の観点から、「乳幼児健診から小学校入学に至る
ライフステージである保育所等への在籍する時期（4 歳～
6 歳）に『訪問支援事業』の利用促進を要する」との着想
に至った。制度改革から 4 年間が経過したが、「訪問支援
事業」の利用実績はまだまだ低調である。その低調に対す
る要因の整理を目的とした。 
  
【方法】「新潟県社会福祉施設等名簿」２）や「市町村概要」３）
を活用し、新潟県内 30 市町村にある障害児サービス事業
所等の整備状況に加え、人口規模や地理的特性等を整理す
る。次に、「新潟県障害福祉計画」４）を基に、関連資料も
参照し、障害児に関する福祉サービスごとの利用実績と各
市町村の施策方針等の整理・検証を行った。 
 
【結果】今回の整理した内容から把握した「訪問支援事業」
の利用実績の低調要因は、以下の通りである。第一に、専
門機関が少ないことである。訪問支援事業を実施する児童
発達支援センタ （ー新潟県内 5 施設）が少なく、かつ都市
部に偏在している。今後の不足を解消するためにも、児童
発達支援事業所（新潟県内 23 施設）や放課後等デイサー
ビス事業所（新潟県内 45 施設）が積極的に訪問支援事業
に取り組む必要がある。第二に、訪問支援事業は「保護者
からの申請・利用契約・サービス料の支払い」が前提のた
め、保護者の障害理解および障害受容が乏しければ利用に
至らない。このような状況下において、対応が困難な障害
児への支援・配慮について、一般論として、様々な観点か
らの観察や専門的なプランニングが必要である。しかし、
保育所等の単独支援では、「それぞれの機関・事業所が孤
軍奮闘している」、「協力を必要とする機関・事業所との情
報共有が図れていない」等の課題が浮かび上がった。 
 
【考察】背景で示した文部科学省の調査結果から、以下の
ことが考察できる。「①乳幼児健診のうち、行政で義務付
けられているのは 3 ヶ月健診、1 歳半健診、3 歳健診の 3
つである。これらの健診で何かしらの障害が疑われれば、
各々の専門機関等の情報提供がなされる」、「②保育所や幼
稚園等へ在籍中に、家族や職員の『発達の遅れというより
社会体験の不足』との認識により、療育に結び付かない」、
「③家族の『他の児童と同様の関わりをさせてほしい』と
の意向により、早期療育の支援介入に至らない」、「④潜在
していた学習面又は行動面で著しい困難を示す状態が、小
学校や中学校への入学による生活環境の変化により表出
した」が挙げられる。新潟県下の状況から、文部科学省が
示す調査結果を参考に、早期発見と早期療育に向けた考察
は以下の通りである。まずは、包括支援の観点として、乳
幼児健診等の対象児を把握するシステムと訪問支援事業
の間に、母子保健・障害・保育・教育間での連携の方策を
検討する。次に、訪問支援事業の必要性として、児童福祉
法の改正に伴う制度改革以前より、一部の市町村で行われ
ている代替的な施策の実施状況が明らかにする。そして、
事業所の取り組みの観点として、保育所と訪問して支援で
きる専門性を高め、担保する方策の検討が挙げられる。 
  
【結論】訪問支援事業の利用促進という観点から、発達障
害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする園児・児
童生徒の包括支援について、今後の施策の在り方や療育の
在り方が検討できる基礎資料の作成を目指したい。 
 
注 1) 専門機関から障害児支援の経験のある専門職が訪問
し、障害児に対しての専門的な支援方法の指導、様々
な情報の集約や共有を図る。 
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